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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４．平成16年８月16日付で、１株につき３株の割合をもって株式分割を行っております。 

５．第21期の１株当たり年間配当額には、東京証券取引所市場第二部上場記念配当1,000円が含まれておりま

す。 

６．第22期の１株当たり年間配当額には、記念配当500円が含まれております。 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自 平成15年 
３月１日 

至 平成15年 
８月31日 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成16年 
８月31日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成15年 
３月１日 

至 平成16年 
２月29日 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成17年 
２月28日 

売上高（千円） 11,786,427 12,184,184 13,634,932 23,934,593 25,739,716 

経常利益（千円） 1,809,777 2,125,759 2,543,303 3,364,639 4,052,862 

中間（当期）純利益（千円） 1,038,785 1,229,260 1,516,183 1,929,611 2,274,287 

 持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,182,500 2,182,500 2,182,500 2,182,500 2,182,500 

発行済株式総数（株） 48,000 144,000 144,000 48,000 144,000 

純資産額（千円） 7,437,333 9,317,084 11,646,085 8,333,269 10,371,417 

総資産額（千円） 13,197,260 16,188,635 17,969,559 15,885,589 18,364,025 

１株当たり純資産額（円） 154,944.45 64,701.97 80,875.59 172,436.85 71,609.14 

１株当たり中間(当期)純利益

（円） 
21,641.36 8,536.53 10,529.05 39,027.32 15,379.08 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額

（円） 
－ 500 1,500 5,500 2,000 

自己資本比率（％） 56.4 57.6 64.8 52.5 56.5 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
1,620,539 1,190,289 1,260,132 4,820,630 2,468,267 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△194,232 △164,407 △272,604 △409,711 △592,854 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△716,000 △264,000 △216,000 △716,000 △336,000 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
2,833,384 6,580,306 8,129,365 5,818,425 7,357,837 

従業員数（名） 159 164 166 159 162 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であり、出向受社員２名を含み、使用人兼務役員４名、契約社員及び臨時雇用者（アルバイ

ト、派遣社員）は含んでおりません。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年８月31日現在 

従業員数（名） 166 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  平成17年上半期における映像パッケージソフト業界は、洋画及び邦画ジャンルにおける大型作品の発売が少なかっ

たことなどから、これまで市場を牽引してきた「販売用」ＤＶＤビデオのメーカー出荷金額が1,023億円（前年同期

比11.4％減）と前年同期の実績を大きく下回る実績となりました。その結果、パッケージソフトメーカー全体の出荷

金額も1,477億円（前年同期比15.8％減）と前年同期の実績を大きく割り込み、平成12年から続いた市場拡大傾向に

歯止めがかかることとなりました。（注） 

 このような業界環境の中、当社におきましては、一連の新作が順調に推移したこと、また前期に引き続きレンタル

用ＤＶＤビデオの導入を積極的に推進したこと、さらには国内ライセンス事業における各種権利利用収入が好調であ

ったことなどから、売上高は業績予想を上回ることができました。 

 利益面におきましても、ライセンス事業における粗利益率の向上に加え、販売費及び一般管理費の圧縮等により、

経常利益率、中間純利益はともに当初の業績予想から大きく上昇いたしました。 

  以上の結果、当中間期の売上高は13,634百万円（前年同期比11.9％増）、経常利益は2,543百万円（前年同期比

19.6％増）、中間純利益は1,516百万円（前年同期比23.3％増）となり、いずれも中間期の過去最高を更新いたしま

した。 

 

映像パッケージソフト事業 

 当事業部門につきましては、本年２月から発売を開始した「機動戦士ガンダムSEED DESTINY」が好調に推移し、当

中間期における同作品の売上が3,016百万円、出荷本数686千枚（本）の大ヒットとなりました。また、「ああっ女神

さまっ」、「舞－ＨｉＭＥ」などの一連のＴＶシリーズ、「スーパーロボット大戦 ORIGINAL GENERATION THE ANI 

MATION」、「戦闘妖精雪風」などのオリジナルビデオアニメーションや劇場用アニメーション「スチームボーイ」も

当中間期の売上に大きく貢献いたしました。加えて、レンタル用ＤＶＤビデオは、当中間期において3,324百万円を

売上げております。 

  結果、当中間期の映像パッケージソフト事業の売上高は、12,774百万円（前年同期比17.6％増）となりました。 

  

ライセンス事業 

 当事業部門におきましては、北米マーケットの不振から、海外ライセンス事業の売上が348百万円（前年同期比

17.0％減）となり、前年同期の実績を下回りました。また、国内ライセンス事業につきましては、「座頭市」の劇場

配分収入等により大幅な売上増となった前年同期に対し、当初より当中間期は減少を予想としておりましたが、商品

化権収入の増加等により当初の業績予想を上回りました。 

  結果、当中間期のライセンス事業の売上高は、860百万円（前年同期比34.7％減）となりました。 

 (2）キャッシュ・フローの状況 

  当中間期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前中間期末と比べ1,549百万円増加し、

8,129百万円（前年同期比23.5％増加）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期の営業活動の結果得られた資金は1,260百万円（前年同期比5.9％増加）となりました。資金の主な増加要

因は、税引前中間純利益が2,562百万円と高水準であったこと、売上債権が1,020百万円減少したこと等であり、資金

の主な減少要因は、仕入債務が1,100百万円減少したこと、法人税等の支払額が1,066百万円あったこと等によるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期の投資活動の結果使用した資金は272百万円（前年同期比65.8％増加）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出が151百万円、投資有価証券の取得による支出が120百万円あったことによるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期の財務活動の結果使用した資金は216百万円（前年同期比18.2％減少）となりました。これは、配当金の

支払いによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注実績 

 該当事項はありません。 

(3）仕入実績 

 当中間会計期間における仕入実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の金額は、当中間会計期間仕入高によって表示しております。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間における主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）は次のとおり

  であります。 

   本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ３．映像パッケージソフト事業の販売実績を商品区分別に示すと次のとおりであります。 

   本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門の名称 
  当中間会計期間 

  （自 平成17年３月１日 
  至 平成17年８月31日） 

前年同期比（％） 

映像パッケージソフト事業（千円） 7,864,040 117.2 

ライセンス事業（千円） 514,897 97.0 

合計（千円） 8,378,938 115.7 

事業部門の名称 
 当中間会計期間 

 （自 平成17年３月１日 
 至 平成17年８月31日） 

前年同期比（％） 

映像パッケージソフト事業（千円） 12,774,319 117.6 

ライセンス事業（千円） 860,613 65.3 

合計（千円） 13,634,932 111.9 

相手先 

 前中間会計期間 

  （自 平成16年３月１日 
  至 平成16年８月31日） 

  当中間会計期間 

 （自 平成17年３月１日 
 至 平成17年８月31日） 

金額（千円）   割合（％)  金額（千円）   割合（％) 

 株式会社星光堂 1,298,014 10.7 1,565,022 11.5 

商品区分 金額（千円） 

映像ファン向け 10,199,356 

一般向け 1,424,486 

子供向け 1,105,627 

新規商品 44,849 

合計 12,774,319 



４．当中間会計期間における主な作品シリーズ別の売上構成比は次のとおりであります。  

        ５．当中間会計期間における映像パッケージソフトの媒体別の売上構成比は次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

  当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行っておりません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、多様化する消費者の趣向に対応するため、また、新しい商品市場や新しい商品ジャンルを開拓するため

に、日々研究、開発及び調査を行っております。 

 主に、新しい商品をマーケットに送り出すためのアイデア、企画の収集、調査及び試作等を積極的に進めておりま

す。 

 なお、当中間会計期間における研究開発費を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

シリーズ名 売上構成比（％） 

 機動戦士ガンダム 34.9 

 スチームボーイ 5.1 

 クレヨンしんちゃん 4.7 

 その他 55.3 

 合計 100.0 

媒体名 売上構成比（％） 

ＤＶＤビデオ 95.2 

ビデオカセット等 4.8 

合計 100.0 

事業部門の名称 金額（千円） 

映像パッケージソフト事業 74,367 

ライセンス事業 257 

合計 74,625 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 576,000 

計 576,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 
（平成17年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年11月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 144,000 144,000 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 144,000 144,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年３月１日～

平成17年８月31日 
－ 144,000 － 2,182,500 － 1,214,500 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、3,804株であり

      ます。なお、それらの内訳は、年金信託設定分1,254株、投資信託設定分2,550株となっております。 

    ２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、1,106株で

           あります。なお、それらの内訳は、年金信託設定分17株、投資信託設定分1,089株となっております。  

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄の「株式数」及び「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式が、 

     それぞれ1株及び1個含まれております。 

  平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社バンダイ 東京都台東区駒形１－４－８ 89,850 62.39 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 4,823 3.34 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 2,056 1.42 

ザチェースマンハッタンバン
クエヌエイロンドン   
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET  

LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

1,843 1.27 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,800 1.25 

バンダイビジュアル従業員持
株会 

東京都港区東新橋１－９－２ 1,625 1.12 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３－21－24 1,350 0.93 

株式会社サンライズ 東京都杉並区上井草２－44－10 1,125 0.78 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 1,014 0.70 

角田 良平 東京都品川区旗の台６－23－16 900 0.62 

計 － 106,386 73.82 

  平成17年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  144,000  144,000 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 144,000 － － 

総株主の議決権 － 144,000 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  平成17年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 324,000 443,000 397,000 391,000 408,000 389,000 

最低（円） 300,000 308,000 320,000 334,000 371,000 350,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 
生産グループ    

ゼネラルマネージャー 
 取締役    今野達則 平成17年９月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)及

び当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の中間財務諸表について、三興監査法人により中間

監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

  中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 資産基準       0.80％ 

 売上高基準      0.24％ 

 利益基準      ▲0.52％ 

 利益剰余金基準   ▲0.50％ 



１【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   6,580,306   8,129,365   7,357,837  

２．売掛金   3,024,938   3,533,454   4,553,695  

３．たな卸資産   555,954   549,890   608,786  

４．前渡金   3,724,877   3,158,593   3,263,031  

５．繰延税金資産   397,181   382,033   566,498  

６．その他   165,557   193,066   159,703  

貸倒引当金   △13,094   △1,067   △19,653  

流動資産合計   14,435,721 89.2  15,945,338 88.7  16,489,899 89.8 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１  523,272   581,890   580,717  

２．無形固定資産   46,364   59,623   62,422  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  －   1,065,218   886,204   

(2）繰延税金資産  51,412   －   27,229   

(3）その他  1,258,969   432,782   437,859   

貸倒引当金  △127,104 1,183,277  △115,292 1,382,708  △120,307 1,230,986  

固定資産合計   1,752,914 10.8  2,024,221 11.3  1,874,125 10.2 

資産合計   16,188,635 100.0  17,969,559 100.0  18,364,025 100.0 

           

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   581,018   600,564   801,630  

２．買掛金   2,748,628   3,200,622   4,099,772  

３．未払法人税等   811,065   863,468   1,089,605  

４．前受金   1,302,708   167,619   70,739  

５．その他   964,759   963,671   1,445,197  

流動負債合計   6,408,179 39.6  5,795,947 32.3  7,506,945 40.9 

Ⅱ 固定負債           

１．役員退職慰労引当
金   132,411   164,291   148,062  

２．繰延税金負債   －   313   －  

３．その他   330,960   362,921   337,599  

固定負債合計   463,372 2.8  527,527 2.9  485,662 2.6 

負債合計   6,871,551 42.4  6,323,474 35.2  7,992,608 43.5 

 



  
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日） 
当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   2,182,500 13.5  2,182,500 12.1  2,182,500 11.9 

Ⅱ 資本剰余金           

1 資本準備金   1,214,500   1,214,500   1,214,500  

資本剰余金合計   1,214,500 7.5  1,214,500 6.8  1,214,500 6.6 

Ⅲ 利益剰余金           

1 利益準備金   79,318   79,318   79,318  

2 任意積立金   4,145,091   5,944,769   4,145,091  

3 中間（当期）未処分
利益   1,598,700   2,012,533   2,571,727  

利益剰余金合計   5,823,110 36.0  8,036,621 44.7  6,796,137 37.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   96,973 0.6  212,463 1.2  178,279 1.0 

資本合計   9,317,084 57.6  11,646,085 64.8  10,371,417 56.5 

負債資本合計   16,188,635 100.0  17,969,559 100.0  18,364,025 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   12,184,184 100.0  13,634,932 100.0  25,739,716 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,412,276 60.8  8,463,135 62.1  15,907,579 61.8 

売上総利益   4,771,907 39.2  5,171,797 37.9  9,832,137 38.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   2,666,970 21.9  2,670,656 19.6  5,801,266 22.5 

営業利益   2,104,937 17.3  2,501,141 18.3  4,030,871 15.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  35,560 0.3  42,162 0.3  39,601 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  14,738 0.1  － －  17,610 0.1 

経常利益   2,125,759 17.5  2,543,303 18.6  4,052,862 15.8 

Ⅵ 特別利益 ※３  9,660 0.1  23,601 0.2  12,501 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４  9,359 0.1  4,478 0.0  86,596 0.3 

税引前中間(当期)
純利益   2,126,060 17.5  2,562,426 18.8  3,978,768 15.5 

法人税、住民税及
び事業税  835,139   857,988   1,844,455   

法人税等調整額  61,659 896,799 7.4 188,253 1,046,242 7.7 △139,974 1,704,480 6.6 

中間(当期)純利益   1,229,260 10.1  1,516,183 11.1  2,274,287 8.9 

前期繰越利益   369,440   496,349   369,440  

中間配当額    －   －   72,000  

中間(当期)未処分
利益   1,598,700   2,012,533   2,571,727  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前事業年度のキャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）純利
益 

 2,126,060 2,562,426 3,978,768 

減価償却費  149,339 147,651 349,573 

諸引当金の増減額  7,022 △7,371 22,435 

受取利息及び受取配当金  △34,267 △37,154 △35,800 

為替差損益  0 － － 

固定資産売却損  － 81 － 

固定資産除却損  6,217 4,396 42,716 

投資有価証券評価損  332 － 332 

関係会社株式評価損  － － 40,469 

差入保証金評価損  2,810 － 2,810 

売上債権の増減額  443,868 1,020,240 △1,084,887 

たな卸資産の増減額  142,017 58,895 89,184 

前渡金の増減額  22,880 104,438 484,726 

未収入金の増減額  △9,657 △7,485 △6,212 

前払費用の増減額  36,291 △25,546 41,799 

仕入債務の増減額  △608,822 △1,100,215 962,933 

未払金の増減額  142,029 △197,743 350,341 

前受金の増減額  147,880 96,880 △1,084,087 

差入保証金の増減額  △179,265 107 － 

預り保証金の増減額  41,792 25,321 48,431 

役員賞与の支払額  △56,300 △59,700 △56,300 

その他  △212,623 △295,780 27,592 

小計  2,167,607 2,289,441 4,174,827 

利息及び配当金の受取額  34,267 37,154 35,800 

法人税等の支払額  △1,011,585 △1,066,464 △1,742,360 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,190,289 1,260,132 2,468,267 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前事業年度のキャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △165,032 △151,833 △472,956 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 － 2 741 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △6,265 △4,981 △28,687 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △769 △120,805 △1,553 

関係会社株式の取得によ
る支出 

 － － △102,760 

貸付金の回収による収入  7,660 5,015 12,360 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △164,407 △272,604 △592,854 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

配当金の支払額  △264,000 △216,000 △336,000 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △264,000 △216,000 △336,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

 761,881 771,527 1,539,412 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 5,818,425 7,357,837 5,818,425 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 6,580,306 8,129,365 7,357,837 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定）を採用してお

ります。 

同左 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）を採用しておりま

す。 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 総平均法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

映像マスター  ２年 

工具器具及び備品 

２年～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 ソフトウエア（自社利用

分）社内における利用可

能期間（５年）に基づく

定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

３．繰延資産の処理方

法 

新株発行費は支出時に全額費

用処理しております。 

────── 新株発行費は支出時に全額費

用処理しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権及び

破産更生債権等について

は個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。 

なお、当中間会計期間末

においては年金資産が退

職給付債務を上回ってお

りますので退職給付引当

金の残高はありません。

また、数理計算上の差異

は発生の翌事業年度から

10年（各事業年度の発生

時の従業員の平均残存勤

務期間以内）で均等償却

しております。 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、当事業年度末にお

いては、年金資産が退職

給付債務を上回っており

ますので退職給付引当金

の残高はありません。 

また、数理計算上の差異

は発生の翌事業年度から

10年で均等償却しており

ます。 

 過去勤務債務について

は、その発生年度に一括

して処理しております。

────── 過去勤務債務について

は、その発生年度に一括

して処理しております。 

 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

 

役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を

計上しております。 

同左 役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上

しております。 

５．外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

６.リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左  同左  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

７．中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資を現金及

び現金同等物としておりま

す。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

なお、仮払消費税等及び

預り消費税等は相殺のう

え流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  

────── 

 (2）利益処分方式による特

別償却準備金の取扱い 

(2）利益処分方式による特

別償却準備金の取扱い 

────── 

 中間会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額

は、当期において予定し

ている利益処分による特

別償却準備金の取崩しを

前提として、当中間会計

期間に係る金額を計算し

ております。 

同左 ────── 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

────── ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

17年２月28日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これによる税引前当期

純利益に与える影響はありません。 



      表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

────── （中間貸借対照表） 

「投資有価証券」は、前中間会計期間まで、投資その他

の資産「その他」に含めて表示していましたが、当中間

会計期間末において資産の総額の100分の５を超えたため

区分掲記しました。 

なお、前中間期末の「投資有価証券」の金額は747,613千

円であります。 



追加情報  

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 ────── 

 （外形標準課税） 

 外形標準課税制度の導入に伴い、法

人事業税の付加価値割及び資本割

17,661千円は、実務対応報告第12号

「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実

務上の取り扱い」（企業会計基準委員

会（平成16年２月13日））に従い、販

売費及び一般管理費として処理してお

ります。 

  

(厚生年金基金の解散） 

 当社が加入する玩具人形厚生年金基

金は平成17年１月28日付で厚生労働大

臣より解散が認可され、同日付で解散

致しました。 

これにより損益に与える影響は軽微で

あります。 

  

  

 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

2,941,309千円 3,101,370千円 3,045,790千円 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,278千円 

受取配当金 32,988 

受取利息 806千円 

受取配当金 36,348 

為替差益 1,556 

受取利息 2,069千円 

受取配当金 33,730 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．   ────── ※２．営業外費用のうち主要なもの 

為替差損 5,582千円 

雑損失 7,600 

 為替差損 8,354千円 

新株発行費 1,556 

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入

額 

9,660千円 貸倒引当金戻入

額 

23,601千円 貸倒引当金戻入

額 

12,501千円 

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 6,217千円 

差入保証金評価損 2,810 

固定資産除却損 4,396千円 

    

固定資産除却損 42,716千円 

差入保証金消却損 2,810 

関係会社株式評価

損 

40,469 

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 143,194千円 

無形固定資産 6,064 

有形固定資産 139,695千円 

無形固定資産 7,780 

有形固定資産 336,962千円 

無形固定資産 12,428 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定 6,580,306千円 

現金及び現金同等物 6,580,306 

現金及び預金勘定 8,129,365千円

現金及び現金同等物 8,129,365 

現金及び預金勘定 7,357,837千円

現金及び現金同等物 7,357,837 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

借手側 借手側 借手側 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  (有形固定資産)  (無形固定資産)   

  
工具器
具及び
備品 

 
車両及
び運搬
具 

 
ソフト
ウエア  合計 

  千円 千円 千円 千円

取得価額
相当額  110,063  4,977  45,840  160,882 

減価償却
累計額相
当額 

 47,172  1,686  28,018  76,877 

中間期末
残高相当
額 

 62,891  3,290  17,822  84,004 

  (有形固定資産)  (無形固定資産)   

  
工具器
具及び
備品 

 
車両及
び運搬
具 

 
ソフト
ウエア  合計 

  千円 千円 千円 千円

取得価額
相当額  111,072  4,977  37,270  153,320 

減価償却
累計額相
当額 

 46,860  2,735  23,306  72,903 

中間期末
残高相当
額 

 64,211  2,241  13,963  80,417 

  (有形固定資産)  (無形固定資産)   

  
工具器
具及び
備品 

 
車両及
び運搬
具 

 
ソフト
ウエア  合計 

  千円  千円  千円  千円 

取得価額
相当額  104,118  4,977  33,096  142,192 

減価償却
累計額相
当額 

 35,795  2,211  19,858  57,865 

期末残高
相当額  68,322  2,765  13,238  84,327 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 30,747千円 

１年超 54,903 

計 85,651 

１年内 26,394千円 

１年超 55,940 

計 82,335 

１年内 26,536千円 

１年超 59,474 

計 86,011 

③当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③当期の支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 27,263千円 

減価償却費相当額 25,934 

支払利息相当額 1,494 

支払リース料 16,140千円 

減価償却費相当額 15,037 

支払利息相当額 1,203 

支払リース料 46,348千円 

減価償却費相当額 43,617 

支払利息相当額 2,867 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

１．時価のある有価証券 

２．時価評価されていない有価証券 

  （注） 減損処理の対象銘柄は次の基準としております。 

      時価の下落率が50％以上のもの・・・・・・全銘柄 

      時価の下落率が30以上50％未満のもの・・・回復可能性がないと判断した銘柄 

（当中間会計期間） 

１．時価のある有価証券 

２．時価評価されていない有価証券 

  （注） 減損処理の対象銘柄は次の基準としております。 

      時価の下落率が50％以上のもの・・・・・・全銘柄 

      時価の下落率が30以上50％未満のもの・・・回復可能性がないと判断した銘柄 

区分 

前中間会計期間 
（平成16年８月31日） 

取得原価（千円） 
  中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券 

株式 49,770 214,131 164,361 

区分 

前中間会計期間 
（平成16年８月31日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 581,714 

区分 

当中間会計期間 
（平成17年８月31日） 

取得原価（千円） 
  中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券 

株式 51,586 411,694 360,107 

区分 

当中間会計期間 
（平成17年８月31日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 764,047 



（前事業年度） 

１．時価のある有価証券 

２．時価評価されていない有価証券 

  （注） 減損処理の対象銘柄は次の基準としております。 

      時価の下落率が50％以上のもの・・・・・・全銘柄 

      時価の下落率が30以上50％未満のもの・・・回復可能性がないと判断した銘柄 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

（当中間会計期間） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

（前事業年度） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

（前中間会計期間） 

 該当事項はありません。 

（当中間会計期間） 

 該当事項はありません。 

（前事業年度） 

 該当事項はありません。 

区分 

前事業年度 
（平成17年２月28日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

その他有価証券 

株式 50,554 352,722 302,168 

区分 

前事業年度 
（平成17年２月28日） 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 644,005 



（１株当たり情報） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産

額 
64,701円97銭       80,875円59銭     71,609円14銭 

１株当たり中間

（当期）純利益 
8,536円53銭      10,529円05銭       15,379円08銭 

潜在株式調整後１

株当たり中間（当

期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新

株予約権付社債等潜在株式が

ないため記載しておりませ

ん。 

     同左 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新

株予約権付社債等潜在株式が

ないため記載しておりませ

ん。 

       

 当社は、平成16年8月16日付

で株式１株につき３株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した

場合の前中間会計期間、前

事業年度における１株当た

り情報については、以下の

とおりになります。 

前中間会計期

間 
前事業年度 

1株当たり純資

産額 

51,648円14銭 

1株当たり純資

産額 

57,478円95銭 

1株当たり中間

純利益 

7,213円78銭 

1株当たり当期

純利益 

13,009円10銭 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益金

額について

は、新株予約

権付社債等潜

在株式がない

ため記載して

おりません。 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額について

は、新株予約

権付社債等潜

在株式がない

ため記載して

おりません。 

  

  

  

  

  

    

  

  

  

 



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

      当社は、平成16年8月16日

付で株式1株につき3株の株

式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における1株

当たり情報については、以

下のとおりになります。 

1株当たり純資産額 

         57,478円95銭 

1株当たり当期純利益 

     13,009円10銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について

は、新株予約権付社債等潜

在株式がないため記載して

おりません。 

  

前中間会計期間
（自平成16年３月１日 
至平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自平成17年３月１日 
至平成17年８月31日）

前事業年度 
（自平成16年３月１日 
至平成17年２月28日）

中間（当期）純利益（千円） 1,229,260 1,516,183 2,274,287 

普通株主に帰属しない金額（千円） ─── ───  59,700 

（うち利益処分による役員賞与金） （───） （───）  (59,700)  

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 1,229,260 1,516,183 2,214,587 

期中平均株式数（株） 144,000 144,000 144,000 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

      ──────       ──────   ────── 



(2）【その他】 

（中間配当） 

 平成17年10月７日開催の臨時取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・216百万円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・1,500円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成17年11月16日 

（注）平成17年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま 

   す。 

  

（訴訟） 

 株式会社竜の子プロダクションが、当社等に対し「マクロス」等の標章使用について金６億８千５百万円の不

当利得の返還等を求め、平成15年８月25日東京地方裁判所に提訴いたしましたが、平成16年７月１日に同社の全

ての請求を棄却する判決が下されました。同社はこれを不服とし、当社等に対し金５千万円の不当利得の返還等

を求め、平成16年７月14日付で東京高等裁判所に控訴いたしました。しかし、平成17年10月27日に同社の請求を

棄却する判決が下され、これに対し同社は上告を行わなかったため、この判決は確定いたしました。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年４年８日関東財務局長に提出 

事業年度（第21期）（自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日）の有価証券報告書、及び平成16年11月30日

提出の有価証券報告書の訂正報告書に係る訂正報告書であります。 

（２）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第22期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月23日関東財務局長に提出。 

（３）臨時報告書 

平成17年９月29日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書 

   平成16年11月25日

バンダイビジュアル株式会社 

 取締役会 御中 

   

 三興監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 樋口 計夫  印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 奥田 基樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダ

イビジュアル株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第22期事業年度の中間会計期間（平成16年３月１

日から平成16年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、バンダイビジュアル株式会社の平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16

年３月１日から平成16年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



 独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年11月29日

バンダイビジュアル株式会社 

 取締役会 御中 

   

 三興監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 樋口 計夫  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 奥田 基樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダ

イビジュアル株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第23期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１

日から平成17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、バンダイビジュアル株式会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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